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犬吠埼灯台から考える「科学のリロケーション」 
 
伊東 剛史 
 
 銚子半島東端の犬吠埼岬に設置された犬吠埼灯台は、日本に５つしかない第１等灯台のひと
つとして知られる1。国が登録する登録有形文化財（建造物）であり、海上保安庁によって A ラ
ンク保存灯台にも指定されている2。この犬吠埼灯台を設計したのは、「お雇い外国人」のひと
りで、1868 年にイギリスから招聘されたスコットランド出身の技師、リチャード・ブラントン
だった3。 
 ブラントンが日本で手がけた灯台は、犬吠埼灯台もふくめ 28 基におよび、しばしば「日本の
灯台の父」と紹介される4。しかし、ブラントンは灯台だけでなく、ブイや標識、灯船といった
関連施設を設置し、灯台の運用維持に従事する技師の教育体制確立にも尽力した。つまり、船
舶の安全を目指す海運の基盤構築に寄与したのである。さらに、ブラントンは灯台設置事業以
外にも、鉄道や電信の敷設など明治初期に推進された土木事業の多方面に関与した。とりわけ
有名なのは横浜居留地の街路整備で、日本大通りや横浜公園を設計したことから、「横浜のまち
づくりの父」とも称される5。 
 ブラントンの活動は多方面に渡り、ブラントンと初期洋式灯台については、日英交流史や建
築史、技術史における研究蓄積がある。灯台に関する一般書でも必ず言及され、ブラントンを
主人公とした歴史小説も書かれていることから、日本での知名度は比較的高いだろう6。一方、
                                                     
 筆者は人文科学研究所総合研究に参加させていただいた。また、本研究の史資料調査には、和田冴織、
山下将明、金子ゆり乃の三氏に協力していただいた。人文科学研究所および三氏に記して感謝したい。 
1 第１等灯台とは、一般的には第１等フレネルレンズ（後述）を備えた灯台のことである。灯台で用いら
れるフレネスレンズは、その大きさにより、第１等から第 6 等級に分類される第１等の上には、さ
らにメゾレイディアル、ハイパーレイディアルという等級があるが、これらの非常に巨大なフレネ
ルレンズを備えた灯台は日本にはない。ハイパーレイディアル級の灯台として、海外では、オアフ
島南島のマカプウ灯台や、ユーラシア大陸南西端のサン・ヴィンセンテ岬にあるサン・ヴィンセン
テ灯台が知られている。 
2 文化庁「国指定文化財等データベース」項目「犬吠埼灯台」 
 http://kunishitei.bunka.go.jp/bsys/maindetails.asp；項目「旧犬吠埼霧信号所霧笛舎」 
 http://kunishitei.bunka.go.jp/bsys/maindetails.asp（2018 年 1 月 10 日最終確認）；社団法人燈光会「日
本の歴史的灯台」http://tokokai.org/archive/index.html（2018 年 1 月 10 日最終確認） 
3 1800 年の合同法により、1801 年にグレートブリテンおよびアイルランド連合王国が成立した。本稿にお
いて「イギリス」とは、この連合王国のことを指す。連合王国を構成する特定の地域に言及する場
合は、「イングランド」や「スコットランド」、あるいは「アイルランド」の語を用いる。 
4 海上保安庁灯台部（編）『日本燈台史—100 年の歩み』（燈光会、1969 年）21 ページ。このうち 2 基（尻屋
埼と金華山）は、任期中には完成していない。 
5 横浜市「なか区歴史の散歩道」http://www.city.yokohama.lg.jp/naka/archive/publish/backnumber/2016/03/ 
series01.html（2018 年 1 月 10 日最終確認）。 
6 たとえば、オリーヴ・チェックランド（杉山忠平、玉置紀夫訳）『明治日本とイギリス——出会い・技術移
転・ネットワークの形成』（法政大学出版局、1996）pp. 58-62；アーダス・バークス編（梅渓昇訳）
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イギリスでは近年までブラントンへの関心は低かった。ブラントンは晩年、灯台設置を中心と
する日本での活動記録をまとめたが、「ある国家の目覚め」（The Awakening of a Nation）と題さ
れたその原稿が直ちに出版されることはなかった。英語圏よりも先に、翻訳版『お雇い外人の
見た近代日本』（講談社学術文庫、1986年）が日本で出版された。その後、Japan Libraryおよび
Praegerより、それぞれBuilding Japan, 1868-1876 およびSchoolmaster to an Empire という題で出
版されたのである7。 
 本稿は、こうした問題関心や先行研究、研究蓄積についての日英のギャップをふまえたうえ
で、「科学のリロケーション」という視点から改めて犬吠埼灯台とそれを設計したブラントンの
役割を再検討するための試論である。最初に、近年、科学史研究において着目されている「科
学のリロケーション」を概観し、この視点から明治初期日本の灯台設置事業を考察する意義を
示す。次に、本論の前提となる近代以降の灯台の発展と、「日本の灯台の父」とされるブラント
ンについて整理したい。そのうえで、「科学のリロケーション」の視点から明治初期日本の灯台
事業を考察し、今後の課題と研究の方向性を検討する。 
  
第１節 科学のリロケーション 
 
 「科学のリロケーション」という考え方は、これを提唱するカピル・ラジによると、科学史
におけるふたつの古典的理解の枠組みと対峙しながら、近代科学の成立過程を解明しようとす
るものである。 
 そのひとつは、19 世紀から 20 世紀にかけて普遍的学問としての制度化を遂げた科学が、な
ぜ他の地域ではなく西洋世界に発現したのかという問いと、その前提にある近代科学は西洋世
界に起源をもつという理解である。もうひとつは、近代科学がいかに普遍的知の体系として西
洋から非西洋へと普及したのかという問いと、その前提にある科学は普遍的であるとの理解で
ある8。「科学のリロケーション」は、このような「近代科学が純粋に西ヨーロッパの創造物で
ある」という見方を退け、むしろ、近世から近代にかけてのヨーロッパと非ヨーロッパとの異
                                                                                                                                          
『近代化の推進者たち——留学生・お雇い外国人と明治』（思文閣出版、1990 年）pp. 233-236；野口
毅、藤岡洋保『ライトハウス――すくっと明治の灯台 64 基』（バナナブックス、2015 年）；不動まゆ
う『灯台に恋したらどうだい？』(洋泉社、2017 年)；不動まゆう『灯台はそそる』(光文社、2017 年)；
土橋章宏『文明開化灯台一直線！』(筑摩書房、2017 年)。 
7 R. H.ブラントン（徳力真太郎訳）『お雇い外人の見た近代日本』（講談社学術文庫、1986 年）。翻訳版出
版の経緯については、同書訳者の「あとがき」を参照のこと。なお、同書には、ブラントンが帰国
後にイギリス土木技師学会で発表した論文「日本の灯台」も収められている。R. H. Brunton, Building 
Japan, 1868-1876: Richard Henry Brunton (Sandgate, 1991); R. H. Brunton and E. R. Beauchamp, 
Schoolmaster to an Empire: Richard Henry Brunton in Meiji Japan, 1868-1876 (New York, 1991). 
8 カピル・ラジ（水谷智、水井万里子、大澤広晃訳）『近代科学のリロケーション――南アジアとヨーロッ
パにおける知の循環と構築』（名古屋大学出版会、2016 年）1-3 ページ。 
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文化交渉の領域に近代科学成立のプロセスを見出そうとする。具体的にラジは、イギリスを中
心とするヨーロッパと南アジアとの多様な交渉局面をとりあげ、とりわけ植物学、地理学、言
語学といった実践的な知識の体系化と運用に着目し、これらの学問がヨーロッパと非ヨーロッ
パとの相互関係から発展したことを示そうとした。 
 ラジは、主著『近代科学のリロケーション――南アジアとヨーロッパにおける知の循環と構
築』（Relocating Modern Science: Circulation and the Construction of Knowledge in South Asia and 
Europe, 1650-1900）の目的を、次のように述べている。 
 
それは、ヨーロッパ拡大の文脈のなかでグローバル化された近世空間における、科学知
の生産の本質を再検討する試みである。とりわけ、この時代の科学を構成する専門化さ
れた知の循環において間文化的な遭遇が果たす役割を見ていく。本書では、以下のいく
つかの問いを扱う。すなわち、知の伝達のベクトルの性質はどのようなものだったのか。
間文化的な遭遇の場において、知識・技術の伝達および流用に関与した主体は誰だった
のか。それは普及と容認の単純なプロセスだったのか、あるいは循環する知識および技
術を受容し、再編成する積極的なプロセスが存在したのか。もし後者だとすれば、どこ
で――つまり、ヨーロッパの大都市圏以外のどこかで――知は再構築され、認証されて
いたのか。この知と、その大都市における同類のものとの関係はどのようなものだった
のか。これらの知は移動可能だったのか。だとすれば、置換のプロセスで何が起こった
のか9。 
 
 「科学のリロケーション」は、帝国と科学との関係、あるいは植民地科学の問題を考える際
にも重要である。近代科学の起源を西洋に求める古典的理解に従えば、近世から近代にかけて
のヨーロッパ諸国のアジア・アフリカ進出は、科学が植民地獲得とその管理運営の道具として
活用される一方、植民地はサンプル収集とデータ回収のための巨大な実験場を科学に提供した
ことになる。すなわち、植民地のフィールドは、西洋起源の科学が普遍性を確立することにお
いてのみ重要性を認められることになる10。 
 一方、「科学のリロケーション」は、科学を帝国主義の道具とみなし、帝国を近代科学確立の
                                                     
9 ラジ『近代科学のリロケーション』7 ページ。 
10 帝国と科学の関係については、多くの研究蓄積がある。たとえば、R. M. MacLeod (ed.), Nature and Empire: 
Science and the Colonial Enterprise, Osiris 2nd ser. 15 (2000); M. Harrison, ‘Science and the British 
Empire’, Isis, 46 (2005), pp. 56-63; R. Drayton, ‘Science, Medicine, and the British Empire’, in R. W. 
Winks, Oxford History of the British Empire, V: Historiography (Oxford, 1998) 264–76; R. Drayton, 
Nature’s Government: Science, Imperial Britain, and the ‘Improvement’ of the World, (New Haven, 2000). 
See also S. Sivasundaram, Nature and the Godly Empire: Science and Evangelical Mission in the Pacific, 
1795–1850 (Cambridge, 2005).  
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制度的基盤とみなす従来の考え方とは距離を置く。むしろ、海外植民地等の非ヨーロッパの
フィールドにおける「アウトドア・リサーチ」に着目し、そこでの間文化的交渉を通して得ら
れる「屋外知」の意義を説く11。つまり、屋外フィールドは、単なるサンプルやデータを提供
する場ではなく、間文化的交渉を経ながら科学知が生み出される場だったというのである。さ
らに、そこで重要な役割を果たしたのは、経済的利益のために測量を支援したり、商品作物の
探求と栽培を支援したりする、たとえば東インド会社のような貿易会社だったという。 
 このように「科学のリロケーション」は、近代科学の成立をめぐる従来の理解を大きく塗り
替える可能性を秘めているが、いくつかの問題も指摘されている。『近代科学のリロケーション』
の訳者が「あとがき」で指摘するように、ひとつは、ラジが扱う地理学や植物学をもって「近
代科学」を代表させることができるかという点である。これら「屋外」科学の発展には、非ヨー
ロッパにおける間文化的な交渉が欠かせなかったことは否定できないだろう。しかし、物理学
や化学のような実験科学、あるいは屋内科学とされる分野の場合には、その発展に間文化的交
渉がどの程度影響力をもったのかという疑問が残る。もうひとつは、「科学のリロケーション」
にとって重要な概念である間文化的交渉に、ヨーロッパ（正確には西ヨーロッパ）と非ヨーロッ
パとの非対称的な権力関係がどのように作用したかという問題である。これも訳者が指摘する
とおり、たとえば、ラジが描いたヨーロッパと南アジアとの相互協力的な科学の実践が、とく
に反植民地主義運動が盛り上がる 19 世紀末以降は、どのように変質していったのか、あるいは
変質しなかったのかという重要な問題が残されている12。さらには 19 世紀後半から 20 世紀前
半までの科学の制度化を視野に入れた場合、アメリカの位置づけや、ビッグ・サイエンスの登
場も問題になるだろう。 
 以上が「科学のリロケーション」の概要である。この視点から犬吠埼灯台の歴史を再検討す
ると、近代科学のどのような新しい側面が見えてくるのだろうか。 
 たとえば、科学と技術の普及・伝達に関する古典的な理解に従うと、明治初期日本における
灯台設置事業は、「お雇い外国人」を媒介とした普遍的西洋科学の日本への導入の具体的成功例
ということになる。ブラントンを「日本の灯台の父」であると記念顕彰する評価も、この理解
に則っている。 
 一方、「科学のリロケーション」の考え方を敷衍すると、犬吠埼灯台の歴史は灯台設置とその
グローバル化の局面における、科学と技術の循環のプロセスを示していることになるだろう。
灯台に用いられるレンズの開発には、灯火の明るさを最大化するための光学理論が不可欠だっ
                                                     
11 デイヴィッド・リヴィングストン（梶雅範・山田俊弘訳）『科学の地理学――場所が問題になるとき』(法
政大学出版局、2014 年)。 
12 ラジ『近代科学のリロケーション』226-227 ページ。 
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た。また、理論上の発見・発明を実現するためには、たとえばレンズの研磨技術などに関する
技術革新が必要だった。さらに、灯火用ランプについても、低コストのランプ開発や代替燃料
の模索に、多大な知識と技術と人的資源が投入された。灯台はまさに文字通り、同時代の科学
技術のありようと、それを支える社会的基盤を照らし出す存在だったのである。 
 このように明治初期日本の灯台設置は、西ヨーロッパと日本との間文化的交渉の局面を照射
し、ラジのいう「知の伝達のベクトルの性質」や、「循環する知識および技術を受容し、再編成
する積極的なプロセス」を考える貴重な手がかりをあたえてくれる。さらに、そこには物理学
や化学という、伝統的に実験科学とみなされてきた分野にも、「屋外」科学的な側面があったこ
とを検証する意義もある。その検証の前に、明治初期日本の灯台を議論するうえで重要な点を
整理しておこう。 
 
第２節 フレネルレンズとブラントン 
 
 明治初期灯台に関する一般的な説明として頻繁に登場するのが、フレネルレンズという灯火
装置に用いられた特定のレンズと、これを備えた灯台を数多く設計した土木技師リチャード・
ブラントンの名である。 
 フレネルレンズについては、科学史・技術史の観点から仏英米の灯台史を論じたテレサ・レ
ヴィット著『灯台の光はなぜ遠くまで届くのか―時代を変えたフレネルレンズの軌跡』が詳し
い。同書によると、西洋世界における灯台の歴史は、古代ギリシアにまで遡る。それは、炎の
光を鏡によって反射させたもので、アレクサンドリアやロードス島に設置されていたことがわ
かっている。ただし、明かりを鏡によって反射させる形式では、強力な光線を出すことができ
ず、海難事故の予防という観点ではあまり役に立たなかった。灯台の役割は、むしろ港湾にお
いて船舶の出入を助けることだったという13。 
 この灯台の構造原理や機能は、18 世紀後半まで大きく変化することはなかった。しかし、こ
の頃西ヨーロッパの科学界において燃焼現象が主要な研究対象になると、そうした燃焼現象に
関する化学の発展を背景に、スイスの物理学者・化学者アルガンが 1780 年にアルガン式ランプ
と呼ばれる新しいランプを開発した。アルガン式ランプは芯を円筒状にすることにより、空気
の流れを改良して、最大で従来のロウソク 10 本分の明るさを得ることができた。このアルガン
式ランプが、灯台の灯火装置に用いられるようになると、最初はランプの後に丸い鉢のような
形の鏡を設置し、できるだけ多くの光を反射させようという工夫がなされた。その後、この反
                                                     
13 テレサ・レヴィット（岡田好惠訳）『灯台の光はなぜ遠くまで届くのか――時代を変えたフレネルレンズ
の軌跡』（講談社、2015 年）。以下、フレネルに関しては、別に記載のない限り同書に基づく。 
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射鏡より効率よく光を反射させるために、パラボラ型の反射鏡が開発された。このパラボラ型
反射鏡は、反射した光が平行な光線となるよう設計された。光の反射量を増すために、ランプ
の上部には反射板も設置された。さらに、灯火装置の周囲に遮光板を置くとともに、装置を回
転させるようになった。こうすることで、外からは明かりが点滅して見えるようになる。しか
も、回転装置はそれぞれ固有のパターンで光を発するので、そのパターンが識別されれば船舶
は灯台を特定することができるようになり、海岸線のどの位置を航海しているのかを判断でき
るようになった。 
 もちろん、こうした発展は一朝一夕のものではなく、実際にアルガン式ランプの性能を灯台
に活用するには克服しなければならない技術上の問題があった。まず、ランプの明かりから一
筋の強力な光線を生成できるように、焦点距離などの綿密な計算に基づいて反射鏡を生産する
ことは技術的に不可能だった。しかも、反射鏡がランプの光の多くを吸収してしまい、反射さ
れる光がわずかであるという問題もあった。これらの問題を解決するため、従来のようにラン
プの明かりを鏡によって反射させるのではなく、レンズによってランプの明かりから光線を生
成することを考えついたのが、フランスで土木技師として働いていたオーギュスタン・フレネ
ルだったのである。 
 1788 年に建築家の次男として生まれたフレネルは、フランス革命時に科学教育を目的として
創設されたエコール・ポリテクニークに 16 歳で入学した。最年少合格者のひとりであり、入学
後も製図と設計において傑出した才能を示した。1806 年に同校を卒業すると、フレネルは国立
土木学校に入学し、さらに同校を卒業後、土木技師としてヴァンデ県に派遣され、道路建設に
従事することになった。フレネルは仕事の合間を使って、光学の研究を進めた。さらに、1815
年にナポレオンが追放先のエルバ島を脱出しフランス本土に帰還すると、王党派のフレネルは
反ナポレオン軍に応募したことで、ナポレオン復権後に停職処分を受け、その結果、光学の研
究に多くの時間を費やすことができるようになった。こうして生み出された研究成果は、光の
回折の究明に寄与し、高く評価された。 
 当時の科学界では、光の「粒子説」と「波動説」をめぐって議論が交わされていた。フレネ
ルの実験は、後者の「波動説」でなくては、光の回折という現象（明かりの前に障害物を置く
と、その光が障害物の背後に回り込む現象）を説明できないことを示したのである。ニュート
ンの粒子説が支持されていたフランスの科学アカデミーでは、このフレネルの説が直ちに評価
されることはなかったが、波動説の立場をとる物理学者フランソワ・アラゴが台頭すると、フ
レネルはアラゴの支援を得て、さらに研究を深化させることができた。そして 1819 年、科学ア
カデミーが募集した回折をテーマとする論文コンクールにおいて、１等賞を受賞した。 
 同年、フレネルは灯台改革の研究補助として灯台委員会に出向する依頼を受けた。1811 年に
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ナポレオンによって設立されたフランス灯台委員会は、長い間、事実上の休会が続いていたが、
ナポレオン失脚後に本格的な活動を開始した。フレネルを推薦したのは、1813 年に灯台委員会
に加わったアラゴだった。先述のとおり、フレネルの課題は、灯台の光をできるだけ明るく遠
くに届かせる装置を開発することだった。そのために発明したのが、従来の反射鏡にかわる「階
段式レンズ」と呼ばれる特殊なレンズだった。光を反射させる鏡は、光が入射する時点で自動
的にその半分を失うことになる。一方、適切な厚みのレンズであれば、失われる光は 5％程度
ですむ。このような発想は、すでに 1789 年にイギリスのポートランドビル灯台で試みられてい
た。その時は、レンズ中央部が分厚くなり、反射鏡以上に灯火の光が失われる結果になった。
そこでフレネルは、厚みをもたずとも光を同一方向へ屈折させるレンズを考案したのである。
それが、通常のレンズの表面の湾曲した部分を同心円状の複数パーツに分割し、それを結合さ
せたレンズだった。 
 フレネルはさらにレンズの上下に反射鏡を設置し、中央部のレンズでは捉えきれない光を反
射させる装置を考案した。1821 年、パリ天文台において灯台委員会の主催によりフレネルレン
ズと反射鏡の比較実験が行われ、フレネルレンズの圧倒的優位性が確認された。これを受けて
1823 年、コルドゥアン灯台に最初のフレネルレンズが設置された。さらに、それまでの光学研
究の功績が認められ、科学アカデミーの会員に選出された。1824 年にはイギリスの王立協会か
らランフォード・メダルを授与され、その翌年に王立協会の外国人会員に選ばれた。レンズ開
発を行ったことは、フレネル自身の光の波動説を実証するための研究にも大きく寄与したので
ある。 
 その後もフレネルは 1827 年に結核により死亡するまで、精力的に研究を続けた。その成果の
ひとつは、内部反射型プリズムである。内部反射型プリズムは、通常の反射鏡とは異なり、入
射光を失うことなく、反射させることができた。こうして、光を屈折させる中央部のフレネル
レンズと、光を反射させる上下のプリズムとを組み合わせて、強力な光線を生成することがで
きるという見通しが得られたのである。もちろん、当時のレンズ生産の技術では、フレネルの
アイデアをすぐに実現することはできなかったとはいえ、19 世紀後半にはレンズ研磨の機械化
などにより巨大レンズの制作が可能になり、第１等を超える大きさのレンズが生み出されるに
至った。 
 晩年期のフレネルのもうひとつの成果は、フランスの沿岸部にフレネルレンズを用いた灯台
の配置計画を策定したことである。計画された 51 基の灯台は設置場所と目的により分類され、
それぞれ明るさの異なる 1 等から 4 等のフレネルレンズを備えることとされた。さらに、輝度
の他に、点滅や回転など灯火のパターン（灯質）を決め、全灯台が連動して船舶の安全を保障
するよう目指した（図 1）。つまり、海運を支える基幹システムとして灯台を再定義したのであ
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る14。 
 「日本の灯台の父」とされるリチャード・ブラントンが来日した際には、すでにフレネルレ
ンズの灯火装置を備えた灯台が西ヨーロッパでは一般的になり、灯台が船舶の安全な運航に
とって不可欠な設備・制度であるとの認識が確立していた。明治期に建設された日本の灯台の
多くに、ブラントンによってフレネルレンズが設置されることになったのも、そうした認識に
基づくものだった。次にブラントンの略歴をまとめておこう。 
 ブラントンは 1841 年、スコットランドのマックホールズで生まれた。父親は海軍士官だっ
                                                     
14 同じ頃、ヨーロッパ諸国の連携に基づく水路測量により、海図・水路誌の作成が進められていたことも
注目に値する。19 世紀になると海図・水路誌は国際的な公共財としての性格を帯びるようになった。
石橋悠人「19 世紀後半の日本近海測量をめぐる日英関係――対日技術支援の展開を中心に」『日本史
研究』634（2015 年）56-57 ページ。 
 
図 1 フレズネル設計による回転灯 
出典 Thomas Stevenson, Lighthouse Construction and Illumination (London, 1881), p. 69 
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た15。アバディーンで技師としての教育を受けたあと、1856 年に鉄道技師ジョン・ウィレット
のもとで鉄道敷設について学び、その後もウィレットの助手として働いた。1864 年にロンドン
に移動し、鉄道技師として働き続けた。翌年、鉄道会社の事務職員の娘と結婚すると、1868 年
にインドで灌漑工事を担当する技師の職に応募した。しかし、この職には経験不足を理由に採
用されなかった。一方、ほぼ同時に応募した日本での灯台設置事業のための灯台技師の職には
採用された。そのため急遽、スコットランドの灯台を管理する北部灯台委員会のデイヴィッド・
スティーヴンソンとトマス・スティーヴンソンのもとで数ヶ月の研修を受け、土木技師協会の
准会員に選出されたあと、家族とともに日本に渡航した。来日後、イギリス海軍の支援により
直ちに海岸線を調査し灯台の設置箇所を確定すると、1868 年 10 月着工の観音埼灯台を皮切り
に、同年 12 月着工の横浜港灯台、翌年 4 月着工の神子元島、樫野埼灯台、潮岬灯台と次々と灯
台設置に取りかかり、1876 年に帰国するまでの間に、26 基の灯台を完成させた（尻屋埼と金華
山の灯台はブラントン在任中に完成せず）。帰国後は、スコットランドでパラフィン油を生産す
るヤング・パラフィン社の支配人に就任した。その後、1881 年にロンドンで劇場やホテルなど
の大規模建築のための装飾を手がける建築業を営み、1901 年に死去した。 
 ブラントンが灯台技師として来日することになった理由も、説明を要するだろう。1866 年、
江戸幕府と英米仏欄との間に改税約書が交わされ、江戸幕府は航海の安全のために灯台、ブイ、
標識を設置するよう求められた。この改税約書は、もともと 1858 年に幕府が英仏米蘭露の５カ
国と交わした通商条約に由来する。通商条約により、幕府は 1863 年までに江戸と大阪の開市、
新潟と兵庫の開港を約束したが、安政の大獄や井伊直弼の暗殺による政治混乱のため、この約
束を履行することが困難になってしまった。そこで、幕府は遣欧使節を派遣し、1862 年、ロン
ドンにおいて開市・開港を 5 年延期する覚書を交わした。一方、幕府は延期の代償として自由
貿易に向けた関税低減を承認した。その際に、貿易に関する条項とともに定められたのが、灯
台設置に関する条項だった16。 
 1865 年にオールコックの後任として在日英国公使に任命されたハリー・パークスは、翌年、
この江戸条約による灯台設置の約束を履行するよう幕府に強く働きかけた17。これに対して幕
府は、装置一式をイギリスから受注したいと回答した。パークスは、この依頼をイギリス本国
の外務大臣スタンリー（首相を務めた第 14 代ダービ伯爵の子、のちの 15 代ダービ伯）に相談
したところ、関連する実務は、商務省とトリニティ・ハウスを経て、スコットランドの灯台を
                                                     
15 ブラントンの経歴については、以下の史料に依拠する。Ann Waswo, Brunton, ‘Brunton, (Richard) Henry’, 
Oxford Dictionary of National Biography, https://doi.org/10.1093/ref:odnb/38783; (Obituary), Minutes of 
the Proceedings of the Institution of Civil Engineers; 145 (1901) p. 340. 
16 海上保安庁灯台部『日本燈台史』10-12 ページ。 
17 同時期、イギリス水路局による日本近海の測量事業が本格化した。石橋「19 世紀後半の日本近海測量を
めぐる日英関係」58-62 ページ。 
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管理する北部灯台委員会のデイヴィッド・スティーヴンソンとトマス・スティーヴンソンに委
ねられることになった（トリニティ・ハウスと北部灯台委員会については後述する）。派遣灯台
技師として採用されたブラントンが、出発前にスティーヴンソン兄弟のもとで短期集中の研修
を受けたのは、このような理由による。なお、ブラントンが来日したときにはすでに明治政府
が発足しており、ブラントンは新政府から主席灯台技師として雇われることになった18。 
 ブラントンは助手 2 名と来日し、工事監督者や灯台保守員にも外国人を採用するよう強く働
きかけていた。その結果、多い時はブラントンと助手のもとに、ヨーロッパ出身の石工、鍛冶
工、工事監督者、機械保守員、灯台保守員などがあわせて 30 名程度いた19。ブラントンは日本
人の未熟な技量だけでなく、勤務態度にも悩まされていた。たとえば灯台保守員には自らの職
務に忠実であることが求められるが、日本人保守員は宿直中に居眠りをしたり、回転灯台の回
転装置が止まったのを放置してその灯台の識別機能を失わせてしまったりと、自らの責務を理
解していないとの不満をブラントンは記している。ある時は、職場を放り出して自宅に帰って
しまった灯台保守員を問い詰めたところ、自宅から灯台を監視していたと回答され、呆れ果て
たというエピソードもある。もちろん、ブラントンは日本人保守員の育成にも携わっていた。
英仏米の灯台保守に関する規則を日本語に翻訳し、横浜に設置した試験灯台でのイギリス人保
守員の指導による実技教育に役立てた。それでも、ブラントンが信頼に足ると認める日本人保
守員はなかなか育成されなかった。1874 年に 37 名の保守員を募集したが、100 名の受験者のう
ち、外国人の監督なしに単独で職務を遂行できると認められた者は、わずか 9 名だったという20。 
 そのため、ブラントンはお雇い外国人の待遇が次第に悪化するなかで、パークスの後ろ盾と、
1873 年に初代工部卿に就任した伊藤博文との良好な関係を背景に、外国人技師の雇用を維持し
ようとつとめた。しかし、外国人技師や保守員との契約は順次終了となり、1874 年には、外国
人技師と保守員の数は、それぞれ 6 名、12 名まで減っている21。さらに、来日直後の沿岸調査
航海に通訳として随伴した藤倉見達がエジンバラ大学で建築学を修め、スティーヴンソンのも
とで灯台について学び帰ってくるなど、後進の日本人灯台技師も育成され、1876 年にブラント
ン自身の契約も終了した。ブラントンによると、伊藤博文はブラントンを日本に留めるため新
しい職務を用意しようと奔走したようだが、財政難により実現しなかった22。 
 以上が、犬吠埼灯台を含む、明治初期の灯台を語るうえで重要なフレネルレンズと灯台技師
ブラントンの経歴の概要である。次は、明治初期日本の灯台史を「科学のリロケーション」と
                                                     
18 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』19-21、205-207 ページ。 
19 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』239 ページ。 
20 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』194 ページ。 
21 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』195 ページ。 
22 海上保安庁灯台部『日本燈台史』16 ページ；ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』200 ページ。 
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いう視点から考察した際にどのような論点が浮上するのか、そしてそれを分析することで近代
科学の生成プロセスのどのような新しい側面が見えてくるのかを検討したい。 
 
第３節 ブラントンの役割の再検討 
 
 「科学のリロケーション」の考え方を導入するということは、知識の伝達や技術の移転を双
方向的な視点から捉え、そこにある間文化的交渉に着目することである。このように考えると、
明治初期の灯台をイギリスから日本への技術移転の一事例と評価しては、間文化的交渉の一部
分しか見ていないことになる。そもそも、技術移転の媒介者とされるブラントンが、最初から
灯台技師ではなかったことに注意しなければならない。ブラントンは鉄道技師としてのトレー
ニングを受け、すでにいくつかの鉄道敷設のプロジェクトに携わり、それなりの経験を有して
いた。ブラントンが 1868 年にインド政庁の技官に応募した際も、将来的には鉄道技師として活
躍することを目指したのかもしれない。当時インドでは、インド政庁主導による鉄道整備と規
格の標準化が計画されていたからである23。実際に土木技師としての経験が、来日後のブラン
トンに灯台設置以外の場での活躍の機会をもたらしたのは確かである。日本初の電信架設や横
浜居留地の街区設計への直接的な参画から、鉄道敷設や港湾整備まで間接的に関与したのは、
このような背景があったからだろう24。 
 もうひとつ、「科学のリロケーリョン」の考え方を導入するうえで重要なのは、新たな知識が
展開する間文化的交渉の場を、俯瞰的な視点から分析することである。つまり、日本の灯台設
置を、英仏・日本間の技術移転あるいは科学知をめぐる相互関係という問題に収斂させず、グ
ローバルな海運基盤の整備と標準化の歴史的文脈において理解することである。実際に、ロバー
ト・ビカーズによる近年の研究からは、1860 年代以降、日本以外にもオスマン帝国や中国で洋
式灯台が導入され、それにともない灯台には文明、人道主義、植民地主義といった混合的価値
観が付与されたことが指摘されている25。洋式灯台が景観認識におよぼした影響を調査した柴
田翔伍と二井昭佳の研究からは、灯台が文明のランドマークとして認識されたかどうかは不明
ではあるが、明治末期には灯台が視対象となり、沿岸部の景観の中に組み込まれたことがわか
る26。なお、犬吠埼灯台も開花絵で知られる 2 代目歌川国輝が「總州銚子港燈臺略圖」と名づ
                                                     
23 牧野博「インドにおける鉄道建設の史的展開 ――政庁系鉄道の建設期(1870-1879 年)を中心として」『経
済学論叢』（同志社大学）26 巻（1977 年）45-85 ページ。 
24 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』30-31、101-102 ページ。 
25 Robert Bickers, ‘Infrastructural Globalization: Lighting the China Coast, 1860s-1930s’, Historical Journal 56 
(2013) pp. 431-458. 
26 柴田翔伍、二井昭佳「明治期に建設された灯台における景観認識の過程に関する基礎的研究」『景観・デ
ザイン研究講演集』6 (2010) 269-276 ページ。 
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けられた作品を残している（東京大学大学院法学政治学研究科附属近代日本法政史料センター
明治新聞雑誌文庫所蔵）27。 
 したがって、少し時間を遡り、イギリス内における灯台設置の歴史的過程を、技術面でイギ
リスに先行していたフランスとの競合関係に注意しながら整理し、その非ヨーロッパ圏への拡
大局面における、英仏およびアメリカによる日本への灯台設置の要請を考えてみたい。それに
より、「科学のリロケーション」においてブラントンの果たした役割を、俯瞰的かつ複合的な視
点から検討することができるだろう。 
 フレネルレンズが開発された 1820 年代のヨーロッパ沿岸部では、難破はごく日常的な出来事
だった。ロイズ保険組合の記録によると、1816 年には、362 隻が難破あるいは消息不明になっ
ている。単純計算で平均を割り出すと、ほぼ毎日船が沈んでいたことになる。難破に関する統
計資料を用いた金澤周作によると、難破の大半が、沿岸部で起こる座礁だったことは明らかで
ある。時期は異なるが、1873 年から 74 年にかけて生じた難破の発生場所は、海上が 22.7％、
沿岸が 77.3％である28。世紀前半には同様の資料がないため、数値を出すことはできないが、
やはり沿岸部の難破が圧倒的に多かったと推測される。金澤はライフボート等による人命救助
の試みが、19 世紀以降民間のフィランスロピ主導のもと拡大したことを明らかにしている。こ
の動きと並行して、国家による難破予防策も講じられた。その中心になったのが、灯台の設置
および改良と管理部門の組織化だった。 
もともとイギリスでは、イングランド、スコットランド、アイルランドで灯台の所有形態と
管理方法は異なっていた。私的所有が認められたイングランドでは、灯台所有者は船舶から通
行料を徴収していた。しかし、公的機能を有する灯台を営利の道具とすることへの批判が高ま
り、1836 年に連合王国議会は、イングランドにおける灯台の私的所有を廃止し、トリニティ・
ハウスという王許状（Royal Charter）によって法人格を授けられた組織が管理することとした。
これにより、イングランドでは灯台の国家買収が進められ、トリニティ・ハウスの権限が強化
された。一方、スコットランドとアイルランドでは、従来どおりそれぞれ北部灯台委員会とア
イルランド灯台委員会が管理することとなった。両者は、トリニティ・ハウスの管轄下に置か
れることに反発したため、フランスのような中央集権的な灯台管理組織を作ることができな
かったのである。とりわけ北部灯台委員会は、イングランドより先進的な灯台とその運営方法
を導入しているとの自負から、トリニティ・ハウスによる一元的管理を認めなかった。そのた
                                                     
27 東京大学明治新聞雑誌文庫「總州銚子港燈臺略圖」http://www.meitan.j.u-tokyo.ac.jp/detail/8982（2018
年 1 月 10 日最終確認）。 
28 レヴィット『灯台の光はなぜ遠くまで届くのか』18-19 ページ。もちろん、難破の発生には季節性がみ
られ、時化の頻度が高い冬に多い。金澤周作『チャリティとイギリス近代』(京都学術出版会、2008
年) 142 ページ。 
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め、北部灯台委員会とアイルランド灯台委員会は、形式上トリニティ・ハウスの下部組織に位
置づけられたが、実質的には一定の自立性が認められた29。 
 北部灯台委員会は、1850 年代に灯台関連費用の圧縮が求められ、トリニティ・ハウスが財政
面で商務省の監督下に置かれたときも、その自立性を維持することができた30。北部灯台委員
会が力を持ち続けた理由のひとつに、灯台一家として知られるスティーヴンソン家の影響力が
ある。1786 年に発足した北部灯台委員会には、灯台技師の職が設置された。ロバート・スティー
ヴンソンは、その初代を務めたトマス・スミスのもとで修行し、1797 年にスミスの職務を引き
継いだ。スティーヴンソンの活動は灯台関連の事業に限定されず、スコットランドの様々な土
木事業を行った。ロバート・スティーヴンソンが立ち上げたスティーヴンソン社は、その後、
アラン、デイヴィッド、トマスという 3 人の子により、さらに発展することになった。 
 最年長のアラン・スティーヴンソンは、港湾整備、鉄道敷設調査、河川事業、架橋事業など、
さまざまな土木事業の経験を積んだあと、父親ロバートの助手としてスティーヴンソン社で働
くようになり、1830 年に北部灯台委員会の事務官に採用された。1834 年にはパリを訪れ、オー
ギュスタン・フレネルの弟のレオノール・フレネルと、フレネルレンズを作成していた機器メー
カー、ソレイユからフレネズレンズについて学んだ。フレネルレンズの革新性を知ったアラン
は、父親を説得して直ちにスコットランドとイングランドにもフレネルレンズを備えた灯台を
設置した。これらの灯台のレンズを作成したのは、イギリスの機器メーカー、クックソンだっ
た。クックソンは、いち早くレンズ研磨のための旋盤を蒸気機関で回し、手作業では不可能な
大きさのレンズ生産を可能にした。これにより、フレネルレンズの大きな中央部のレンズを、
継目なしで作成することができるようになったのである31。1843 年に父親が引退するとアラン
が北部灯台委員会の技師の職務を引き継ぎ、自身が引退する 1853 年までこれを務めた。 
 その後アランの仕事を引き継いだのは、弟のデイヴィッド・スティーヴンソンである。アラ
ン同様、デイヴィッドも製図や資材について幅広く学び、様々な種類の土木工事の経験を積ん
だのちに家業に参加した。スティーヴンソン社は灯台事業だけでなく、港湾整備から鉄道敷設
まで、海運と陸運とを連携させる広範な事業を手がけていた。兄のアランが引退すると、デイ
ヴィッドは弟のトマスとともに、こうした公共事業を受注し、スティーヴンソン社は一層発展
した。また、海外の灯台設置事業に積極的に参入し、インド、中国、ニュージーランド、そし
て日本の灯台設置に関与した。とりわけ、ニュージーランドと日本については、灯台というシ
                                                     
29 James Taylor, ‘Private Property, Public Interest, and the Role of the State in Nineteenth-Century Britain: The 
Case of the Lighthouses’, Historical Journal 44 (2001) pp. 749-771. 
30 R. MacLeod. ‘Science and Government in Victorian England: Lighthouse Illumination and the Board of Trade, 
1866-1886’, Isis 60 (1969) pp. 4-38. 
31 レヴィット『灯台の光はなぜ遠くまで届くのか』126-128 ページ。 
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ステムそのものの設計を担った32。 
 このようなスティーヴンソン社の多角的経営と拡大戦略は、なぜ、ブラントンが鉄道技師か
ら灯台技師に転向したのかを説明してくれる。すなわち、鉄道と灯台とは全く無関係のもので
はなかったのである。スティーヴンソン一家がそうだったように、公共事業を設計、監督、統
括する土木技師には、互いに異なりはしても関連の深い分野での実践的経験が求められた。ス
ティーヴンソン兄弟のもとでの研修が数週間ですんだのも、土木技師としての基礎が身につい
ていると判断されたからだろう。そもそもスティーヴンソン社は、ブラントンにすべてを自分
自身で行うことを求めてはいなかった。灯台の最初の設置場所は、ブラントン派遣時にはほぼ
決定されており、ブラントンに求められていたのは、スティーヴンソン社の指示に基づき、工
事を実施することだったのである。 
 このことを確認するため、江戸幕府から明治政府までの灯台設置に関する交渉過程を改めて
振り返ってみよう。海上保安庁灯台部が編纂した『日本燈台史』によると、1866 年にパークス
が灯台設置を求めた場所は、剣崎、観音崎、野島埼、神子元島、樫野埼、佐多岬、伊王島柚子
元島、伊王島である（すべて第１等灯台、なおこの他に本牧と函館に第 3 等灯船を求めた）。パー
クスは、候補地の決定は仏米との協議によると幕府に伝えたが、大型商船の安全を求めるイギ
リスの利害関心が強く反映されている。これらの灯台を結ぶと、東シナ海から九州を回り、太
平洋沿岸を辿って、東京湾に入る航路が描ける。ブラントンによれば、この頃、横浜港には年
間 200〜300 の大型商船が訪れていた。横浜居留地は、ジャーディン・マセソン商会やデント商
会が拠点を置いていたので、イギリス人の割合が多かった。なお、『日本燈台史』は、果たして
パークスによる灯台設置の要請が、どれだけ英仏米間の協議を反映したかについて疑念を呈し
ている33。パークスの要請後に、アメリカが犬吠埼を追加するよう求めたからである。たしか
に、犬吠埼は「横浜北米間の船舶航路の要衝」であり、イギリスよりもアメリカにとっての重
要性が高かった34。 
 イギリスが灯台設置をめぐる明治政府との交渉の主導権を握る以前に、すでにフランスが幕
府から灯台設置を引き受けた場所もあった。それらはもともと幕府が横須賀に海軍工廠の建築
を依頼した際に、フランス側から機器や資材を運ぶ船舶が安全に運航できるよう、設置を求め
られた場所だった。明治政府は、幕府からこの依頼を受けたフランス人技師ヴェルニーを雇い、
調査ののち新たに設置箇所をひとつ増やし、観音崎、野島埼、品川、城ヶ島の 4 箇所に灯台を
                                                     
32 Roland Paxton, ’Stevenson, David (1815-1886)’, Oxford Dictionary of National Biography, https://doi.org/10. 
1093/ref:odnb/26428; Roland Paxton, ‘Stevenson, Alan (1807-1865)’, Oxford Dictionary of National 
Biography, https://doi.org/10.1093/ref:odnb/26427; Roland Paxton, ‘Stevenson, Thomas (1818-1887)’, 
Oxford Dictionary of National Biography, https://doi.org/10.1093/ref:odnb/26440. 
33 海上保安庁灯台部『日本燈台史』8-12 ページ。 
34 銚子観光協会『犬吠埼燈台史』（銚子觀光協會、1935）6-7 ページ。 
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設置した。これにはフランス製のフレネルレンズが用いられた35。したがって、スティーヴン
ソン社にとって灯台事業を優先して受注することは、すでに幕府との交渉を進めていたフラン
スを退け、日本という大きな市場を手に入れることを意味していた。 
 このことはスティーヴンソン社の商業戦略やブラントンとの初期の関係性にも、はっきりと
現れている。スティーヴンソン社が最初に受注した灯台は、すべてスティーヴンソン社によっ
て「基礎設計」され、ブラントンはそれを現地の状況にあわせて調整することになっていた。
資材や機器は、イギリスとフランスの機器メーカーが製作したものを使用し、工事監督の技師
もヨーロッパ出身者を雇用することになっていたのである。だからといって、ブラントンが完
全にスティーヴンソンの商機獲得のための道具だったということにはならない。とくに、地震
対策という面において、ブラントンは技師としての主体性を発揮した。 
 スティーヴンソン社は、商務省とトリニティ・ハウスを介して日本の灯台設置を引き受けた
際に、イギリス海軍関係者から地震対策が必要になると助言された。そこで、スティーヴンソ
ン社は地震によって灯火装置が破壊されることのないよう、灯台基礎部の水平運動が灯火装置
のある灯台上部に伝わりにくくするための、耐震結合部と呼ばれる装置を開発した。この耐震
結合部は、上下の構造に分けられ、両者は椀型の空間に入れられたボールによって接する。し
たがって、地震により下部が大きく水平運動をしても、反射器のある「上部構造は下部構造の
上で自由に運動する」と考えられた。スティーヴンソン社は、イギリスでこの装置を実験して
その効果を確かめたのち、反射器を設置する灯台頂部だけでなく基礎部にも導入することを決
め、日本に出荷した。基礎部に設置する予定の耐震結合部は、それを積載した船舶が難破した
ため、結局、日本の灯台に導入されることはなかったが、反射器用の装置は当初の予定どおり
ブラントンが監督し、最初に注文された灯台に取りつけられた36。 
 しかし、ブラントンは帰国後に土木技師協会で発表した論文「日本の灯台」の中で、耐震結
合部は期待どおりには機能しなかったと述べている。ブラントンの考えでは、日本の地震の恐
ろしさは、それを体験したヨーロッパ人によって誇張されていた。実際にはそこまで大きな揺
れは起こらず、仮に大きな地震の場合には、耐震結合部は水平運動に対して効果をもつとして
も、垂直運動には効果がないため、結局、灯火装置は破壊されてしまうと考えられた。むしろ、
耐震結合部を設置すると構造上灯室が狭くなり、換気に問題が生じ気温も上がりやすくなるこ
との方が、現実的な問題だった。ランプの燃焼効率が悪くなり、燃料管理の危険が増すデメリッ
トを看過することはできないからである37。 
                                                     
35 海上保安庁灯台部『日本灯台史』12 ページ。 
36 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』249-250 ページ。 
37 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』231 ページ。 
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 さらに、耐震結合部はフレネルレンズではなく、反射鏡による灯火装置の使用を前提とする
ことも問題だった。スティーヴンソン社は、フレネルレンズは構造が繊細であるため、地震の
衝撃によって屈折装置に狂いが生じることを恐れ、より扱いやすく、予備の用意があれば、装
置が破壊された際にもすぐ対応のできる反射鏡の灯火装置を設計した。しかし、ブラントンに
よると、日本用に考案された装置は、フレネルレンズの装置より若干高額でありながら、扱い
が難しく、フレネルレンズよりも破損する可能性が高かった。このことは、とりわけ熟練した
灯台保守員を確保できない日本では大きなデメリットになる。さらに、第 2 節で論じたように、
ランプの明かりが同一である場合、反射鏡はフレネルレンズほど明るい光線を生み出すことが
できない。したがって、反射鏡の装置はフレネルレンズ装置と同じ明るさの光線を得るために、
25％ほど多く燃料を消費することになる。以上のような欠点から、ブラントンは、ヨーロッパ
と同一規格のフレネルレンズを採用することを決断した38。 
 したがって、1872 年に着工された犬吠埼灯台には耐震結合部は取りつけられず、最初からフ
ランス製のフレネルレンズが使用された。とはいえ、ブラントンは地震対策を講じなかったわ
けではない。地震による衝撃を受けないようにするという発想ではなく、構造物の堅牢性をあ
げるという発想をとった。本人はこの耐震の発想を、ヨーロッパで地震の多い国として知られ
るイタリアの地震研究者、パルミエリ（パルミエリ地震計の発明者）の提唱に基づくと記して
いる39。犬吠埼灯台はこの発想のもと、二重壁構造の煉瓦造りになった。この方式で建築され
た灯台は 4 基しかなく、犬吠埼はその中で最も古いものである40。1935 年に編纂された『犬吠
埼燈台史』によると、このときイギリスから煉瓦を取り寄せるか国内生産の煉瓦を用いるかで
ブラントンと灯台を管轄する工部省灯台寮の技師、中沢孝政とが激しく対立した。ブラントン
からすれば、煉瓦の製造法は日本に導入されたばかりで、堅牢性の高いものを安定して生産す
ることはできないと思われた。実際、最初に提供された国内産煉瓦は水準を満たさなかった。
中沢孝政が日本産を使用することを求め続け、利根川流域の香取郡高岡村で良質の土が見つ
かったことから、ようやくイギリス産に匹敵する質の煉瓦を製造することができるようになっ
たという41。 
 以上のように、犬吠埼灯台という場に限ってみても、そこには様々な利害関係をもったアク
ターたちによって間文化的交渉が繰り広げられ、ブラントンによってもたらされた科学技術が
展開していく様子がわかる。何よりブラントン自身が、「結局私は多数の灯台を建設し、大過な
                                                     
38 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』232 ページ。 
39 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』218 ページ。 
40 阿瀬真由香、藤岡 洋保「D. & T. スティブンソンの仕様書と R. H. ブラントンが建設した灯台」『学術
講演梗概集 F-2 建築歴史・意匠』（2003 年）617-618 ページ。 
41 銚子観光協会『犬吠埼燈台史』8-9 ページ。一方、鉄材はすべてヨーロッパから輸入されたものが使用
された。鉄材で建造された灯台には、羽根田灯台などがある。 
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く灯台の維持管理の良きシステムを組織することができた。しかしこの成功は熾烈な抗争の累
積の上に達成されたものであった」と述懐している42。煉瓦製造をめぐる上記の対立も、その
ひとつに数えられるだろう。ただし、これをもってブラントンを「エンジニア思想」の伝道者
とするのでは、間文化的交渉の一面しか評価していないことになる。たとえば、「明治の初年に、
灯台、その他を通じて技術者としての考え方、思想をそのまま妥協することなく示し、その結
果多くの日本人関係者と大きな摩擦を起しながら、のちに続く、英国からの技術移植の素地を
つくっていった」と結論づけるのは、少なくとも「科学のリロケーション」の視点からは不十
分である43。明治初期の灯台事業は、高度な異文化交渉をともなうアウトドア・リサーチの場
を生み出した。そこから、どのように従来の知識や技術が変容したり、強化されたり、あるい
は必要とされなくなったのかを検証することが重要である。そこで最後に、ブラントンは何を
日本からイギリスに持ち帰ったのか、つまり、日本での経験がその後の土木技師としての活動
にどのように作用したのかを考えてみたい。それによって、「科学のリロケーション」の着眼点
である「知の循環構造」に迫ることができるだろう。 
  
第 4節 お雇い外国人が持ち帰ったもの 
 
 ブラントンは帰国後、ヤング・パラフィン社（正式名称 Young’s Paraffin Light and Mineral Oil 
Company）という石炭油精製会社の支配人に就任した。まず、灯台技師だったブラントンがど
のような経緯でオイル産業（oil industry）に進出したのかを把握しておこう44。 
 ブラントンに石炭油産業との接点をもたらしたのは、やはり日本での灯台設置事業だった。
新たに設置した灯台の灯器（ランプ）の燃料を確保することが、喫緊の課題として浮上したか
らである。最初は落花生や大豆から精製された植物油を中国から輸入したが、価格や品質の点
で問題があり、灯火用燃料としての適性が低いことがわかった45。国内産の菜種油もあったが、
品質面で問題はなくとも、高価格なために燃料を大量消費する灯台では使用することができな
かった。そこでブラントンは政府に鉱物油を採用することを提言した。スコットランドではブ
ラントンの来日直前に、アメリカのドティがアルガン式ランプの火口をパラフィン油用に改良
したランプを開発した。そこに灯台の灯火装置として用いるための改良が加えられ、1871 年、 
                                                     
42 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』190 ページ。 
43 五十嵐弘「明治初期における英国からの技術移植」Historical Studies in Civil Engineering 7 (1987), pp. 79-87, 
87. 
44 通常 oil industry といえば石油産業のことであるが、そこには石炭油が含まれない。本稿では石炭油と石
油を区別するため、石油精製のみの場合には石油産業、石炭油などの他の油も含める場合にはオイ
ル産業と呼ぶことにする。 
45 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』235 ページ。 
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北部灯台委員会によってドティ式火口がスコットランドの灯台に採用された（図 2）46。この改
良型アルガン式ランプからは、菜種油を用いた従来型に比べて 2 倍の明るさが得られた。ブラ
ントンは 1872 年、パラフィン油と改良型灯器をセットにして日本の灯台に導入することにし
                                                     
46 R. H. Brunton, ‘Lighting’, Japan Weekly Mail, 20 Sept. 1873, reprinted in Brunton, Building Japan, pp. 
195-199; Thomas Stevenson, Lighthouse Construction and Illumination (London, 1881) pp. 206-208. 
 
図 2 ドティ式火口 
出典 Thomas Stevenson, Lighthouse Construction and Illumination (London, 1881), p. 207 
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た。くわえて、日本に油井が存在することを知り、伊藤博文に石油の蒸留装置を購入して日本
でも石油採掘を行うよう進言した。灯器用燃料は国内で精製することが望ましいという判断か
らだったが、この意見は採用されることなく、ブラントン帰国時には日本はスコットランドか
らの輸入で燃料をまかなっていた47。 
 ブラントンは帰国後の論文「日本の灯台」においても、灯火用燃料に言及している。この論
文によると、ヤング・パラフィン社が精製したパラフィン油は、スコットランドのバスゲイト
にある工場で精製されたもので、ドラム缶に入れて輸出された。横浜港での買い取り価格は、
手数料込みで 1 ガロンあたり 75 セントだった。一方、アメリカ産の各種石油も輸入されていた
が、横浜での価格は 1 ガロンあたり 45 セントから 60 セントの間を変動していた。たしかに、
パラフィン油よりも安いが、石油の品質は灯台のランプに使用するのに十分ではなかったとい
う。さらに、石油はパラフィン油よりも引火点が低いため、安全性に問題があったとブラント
ンは述べている48。 
 以上のように、ブラントンが帰国以前からすでにヤング・パラフィン社と関係があったこと
がわかる。さらに、フレネルレンズの登場に続いて、灯器や灯火用燃料の精製に関連した技術
革新が進行中であり、とりわけパラフィン油、菜種油、そして石油が灯火用燃料の座をめぐっ
て競合していたことがわかる。この点をふまえ、次にヤング・パラフィン社について整理しよ
う。 
 今日ある石油産業誕生の契機は、1859 年にドレイクが行ったペンシルベニアにおける油井機
械掘りであるとされる。これにより鯨油にかわる灯油としての可能性が見出された石油は、最
初は主にランプ用の液体燃料として普及したのである。灯油としての需要がすでに掘り起こさ
れていたからこそ、石油は比較的短期間のうちに世界に広まった。その条件を整えたのが、ス
コットランド出身の技師ジェイムズ・ヤングである。19 世紀前半まで、オイルランプは依然と
して高価で、幅広く普及する商品ではなかったが、1850 年代にウィーン・ランプ、あるいは
ジャーマン・ランプと呼ばれる安価なランプが商品化され、その結果、灯油に対する需要が高
まった。同じ頃、ヤングは燭炭（油性の強い石炭で、燃やすことで明かりをえることができる）
を乾留することで、石油が得られると考えて試みたところ、灯油として用いることのできる油
と固形の蝋が得られた。そこで、ヤングは両者をそれぞれ、パラフィン・オイル、パラフィン・
ワックスとして商品化し、精製方法の特許を獲得することで巨額の富を築いたのである49。 
                                                     
47 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』164-168 ページ。 
48 ブラントン『お雇い外人の見た近代日本』164、234-235 ページ。 
49 John Butt, ‘Technical Change and the Growth of the British Shale-Oil Industry (1680-1870)’, Economic History 
Review 17 (1965) pp. 511-521; F. M. Cook, ‘What the Oil Industry Owes to Dr James Young’, Chemistry 
and Industry, 29 May 1971, pp. 585-589. 
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 1860 年代になり最初に採掘した燭炭が枯渇すると、ヤングはロージアン（ローランド地方で
スコットランドの首都エジンバラのある地域）でオイルシェールの採掘に移行した。そして、
1864 年にパラフィン油精製技術の特許が失効すると、その 2 年後に事業をヤング・パラフィン
社に売却し事実上引退した。その頃には、スコットランド石炭油産業はアメリカの石油産業に
押され、採掘会社の数も激減していた。それでも、ヤング・パラフィン社は、従来ほどではな
くとも利益を出すことができた。それが可能だった理由のひとつとして、パラフィン油用のラ
ンプを開発し、パラフィン油への需要を維持するよう務めたことが考えられる。そして、もう
ひとつの生命線だったと考えられるのが、灯火用燃料としてのパラフィン油に対する灯台の需
要である。この需要を維持するためには、パラフィン油の性能を引き出す改良型灯器との組み
合わせが不可欠だった。そのため、ドティ式火口の開発が重視されたのである。 
 1878 年にブラントンがヤング・パラフィン社の支配人に就任した際には、スコットランドの
石炭油産業は短い最盛期を終えていたため、ヤング社は灯台の灯火用燃料としてのパラフィン
油の優位性を守らなければならなかった。このことは、1881 年に土木技師学会で発表された「パ
ラフィンとパラフィン油の精製」という論文にも示されている。 
 それによると、ヤング・パラフィン社は自社精製・卸売りの灯油を 4 つの等級に区分してい
る。最高品質のものが灯台用灯油であり、以下、1 等灯油、クリスタル灯油（1 等灯油に酸処理・
アルカリ処理を施し、匂いや色を除去したもの。ただし、得られる明るさが 1 割減じる）、2 等
灯油と続く。得られる明るさは、灯台用灯油を 100 とすると、1 等灯油が 92、クリスタル灯油
が 83、2 等灯油が 76 である。従来からある鯨油の数値は 69 となり、ブラントンはパラフィン
油の高い性能を示した。そして、このパラフィン油と改良型ランプを組み合わせて使用した場
合は、旧来のアルガン式ランプの明るさが 24 カンデラであるのに対し、4 本火口のランプの場
合 288 カンデラになるとの実験結果を示した50。 
 一方、ブラントンは、トリニティ・ハウスの主席技師ジェイムズ・ダグラスが、近年、菜種
油の使用に特化した灯器の開発に成功したことを紹介している。ドティが改良したランプは、
北部灯台委員会によってスコットランドの灯台に採用されたが、トリニティ・ハウスには評価
されなかった。それは、ダグラスが菜種油を使用するランプの改良に取り組んでおり、その結
果、鉱物油を用いた灯器と同等の明るさを得られるランプの開発に成功したからである。北部
灯台委員会もトリニティ・ハウスも、それぞれ灯火用燃料に求められる品質を明記していたが、
菜種油を基準にこれを策定したのはトリニティ・ハウスの方である。ダグラスは、1860 年代に
ガスランプかオイルランプのどちらが灯火用燃料として優れているかという社会的論争が巻き
                                                     
50 「カンデラ」が光度の単位として国際標準化されるのは 20 世紀以降のことだが、この頃には、すでにロ
ウソクの明るさが単位として用いられていた。 
― 21 ― 
起こったときも、オイルランプの優位性を主張し続けている51。この植物油（菜種油）派のダ
グラスに対して鉱物油（パラフィン油）派のブラントンは、その主張を認めつつも市場価格は
菜種油の方がパラフィン油より約 3 倍高いことを指摘し、灯台にパラフィン油とパラフィン油
を使用する改良型ランプを導入する経済性を強調した52。 
 一連の議論からは、灯台用燃料には灯台という海運の基盤的施設で使用されることから、品
質とコストのバランスが極限まで追求されたことがわかる。灯火用燃料には、以前からある鯨
油や植物油から、石炭油、石油、電気やガスといった新たな資源まで、様々な可能性が模索さ
れ、燃料と器具の最適化が進められた。こうして技術革新が進行するなかで、灯台は灯火用燃
料の品質や安全性をめぐる規格化を促す役割も果たした。つまり、この時期には灯台が非ヨー
ロッパ圏に展開する一方で、その海外展開と呼応するかのように、イギリス国内でも灯台の灯
火装置や灯火用燃料の標準化をめぐりいくつもの競合関係が生じたのである。その渦中にあり、
日本の灯台事業での実績をもつブラントンは、日本でのパラフィン油と改良型ランプの導入実
績を武器とした。このことは北部灯台委員会が、形式上の上部組織であるトニリティ・ハウス
から独立性を維持することに寄与した。とはいえ、両者の競合関係を、灯台の管理運営をめぐ
るポリティクス（政治力学）へと収斂させることはできない。もうひとつ重要なのは、北部灯
台委員会に影響力をもつスティーヴンソン社とパラフィン油を納品するヤング・パラフィン社
との、経済的な利害関係だった。日本やスコットランドの灯台におけるパラフィン油の採用は、
それを供給するヤング・パラフィン社がオイル産業で生き残るための生命線だったからである。 
 「科学のリロケーション」の見方を導入することは、ブラントンが日本に何をもたらしたか
だけではなく、ブラントンが日本での経験から何を得て、それが帰国後にどのような意味をもっ
たのかを問うことであると、本稿では述べてきた。それにより、ブラントンを軸として日本と
イギリスそれぞれの灯台整備のプロセスをパラレルに見てきた。この視点からは、灯台という
海運の基幹システムがグローバルに展開する局面において、その標準化と局地化（ローカライ
ゼーション）とが互いに影響を及ぼしあいながら進行したことがわかる。 
 
おわりに 
 
 本稿は、明治初期の灯台設置事業を「科学のリロケーション」の視点から検討してきた。以
                                                     
51 ガスランプはダブリンの土木技師ジョン・ウィガムが開発し、ダブリンの灯台に採用されたが、トリニ
ティ・ハウスの主席技師であるダグラスがアイルランド灯台委員会を通じて介入し、オイルランプ
からガスランプへの転換を中止させた。MacLeod, ‘Science and Government in Victorian England’, pp. 
21-25. 
52 R. H. Brunton, ‘The Production of Paraffin and Paraffin Oil’, Minutes of Proceedings of The Institution of Civil 
Engineers 66 (1881) pp. 187-189; 223-224; 234-235. 
― 22 ― 
下に、明らかになった点を整理しながら、今後の課題と展望を記したい。 
 「科学のリロケーション」は、西洋起源の近代科学が非西洋へと普及したという古典的理解
に対し、西洋と非西洋との間文化的交渉の場にこそ、近代科学生成の鍵があるという考え、そ
うした間文化的交渉の諸局面における科学知や科学技術の変容を分析しようとするアプローチ
である。幕末に準備され、明治政府によって本格的に進められた灯台設置事業は、まさにこの
意味での間文化的交渉の場だったといえる。高次の国際政治の文脈では、灯台設置は主に英仏
米と日本との貿易交渉から出てきた案件であり、測量事業や海図制作と同様に国際公共財の整
備を念頭においたものだった。実際に事業に関わった現場の人々の目線から捉えると、ブラン
トン自身の述懐に現れていたように、それは一方では「お雇い外国人」と政府高官とが互いの
妥協点を探りながら進めた事業であり、他方では外国人技師とその元で働く日本人作業者との
軋轢と緊張関係の中で達成された事業だった。 
 灯台設置事業の事例からは、このように「科学のリロケーション」の分析の枠組みとしての
有効性が確認される。しかし、この事例の重要性は、ブラントンという磁場に展開した間文化
的交渉が、明治初期日本だけでなく同時期のイギリスにも及んだことを示した点にある。19 世
紀を通して、イギリスでは商務省を中心に国内の灯台を一元的に管理する試みがなされる一方
で、それはむしろイングランド、スコットランド、アイルランド各地の灯台管理部門の独自性
を認めることにつながった。このことは、灯火装置の開発や灯火燃料の規格化をめぐる技術競
争を促したと考えられる。そこでは性能だけではなく、コストとのバランスや汎用性が求めら
れた。灯台の設置、運営、保守には多大な費用がかかったからである。ブラントンがパラフィ
ン油とパラフィン油用に開発された灯器を日本に導入したことは、19 世紀後半のスコットラン
ドにおいて、鉱物油が灯火用燃料としての地位を維持することに寄与した。 
 したがって、灯台設置事業をめぐる間文化的交渉は、異なる競合関係が幾重にも重なりあう
ものだった。本稿はこの複雑な競合関係を、主にブラントンが残した記録をもとに、ブラント
ンの視点から分析した。しかし、間文化的交渉は、立場の違いによりその様相が大きく変化す
ることもある。そのため、今後の課題としては、灯台設置事業に関連する公文書や、スティー
ヴンソン社やヤング・パラフィン社の関連史料の調査分析が必要になる。そうした調査の延長
には、たとえば、日本と同様にスティーヴンソン社が灯台設置全体を手がけたとされるニュー
ジーランドとの比較研究も視野に入ってくる。同時期の、中国やオスマン帝国の灯台設置事業
についても研究が進められているため、まさに「科学のリロケーション」の視点からの灯台史
を構想することができるようになる。そうした灯台史は、灯台という海運基盤のグローバル化
の局面における科学技術の標準化と局地化との表裏一体性を照射してくれるだろう。 
